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1 .背景と目的
近年、行政や民間営利企業とは異なる役割を担
う新たなセクターとして民間非営利組織 (NPO)が
注目されている。 NPOの活動分野は社会福祉、地
域づくり、環境保全、保健・医療、国際交流・協
力、人権の擁護など非常に幅広い。そうした中で、
農業分野においても多種多様な NPO活動が展開さ
れ、法人格を取得する団体も増加している。
しかしながら、こうした NPOの活動は、農業分
野における保々な活動の新たな担い手として注目
されているものの、その実態は未だ不明な点が多
い。農業分野の既存の研究においても、個別の NPO
の事例を扱ったものやNPO法人設立の手引き等に
留まり 1)、全体的な把握はなされていないのが実
情である。また公益性をも訴える我が国の農業・
農村と、その主体としての NPOは本来親和lしやす
いものとも考えられるが、現在の特定非営利活動
推進法(通称、 NPO法)の定める 17項目の活動分
野には農業に直接関係する項目はない他、農業政
策においても NPOの位置づけは明確でない。
そこで、本稿で、は、農業分野における今後の NPO
政策検討の基礎的資料のーっとするため、農業分
野の事業を実施する NPO法人(特定非営利活動法
人)を対象とし、具体的な活動領域の区分をおこ
ない、その逼営特性を明らかにすることを目的と
したc
政府や自治体、企業などの既存のセクターが担
っていない新しい領域である非営利セクターの活
動領域は、多様で、複合的かっ暖昧で、あり区分が難
しい。ただし公私の 2つの既存セクターの機能が
十分発揮されていない、その点こそに NPOの真価
があると考える。とはいえ暖昧な状態では、農業
分野における NPOの活動自体が捉えられないまま、
また活動が評価されないままとなり、本稿にてそ
の枠組みを a考することの意義は小さくないと考
える。
2 研究の方法
1)調査の概要
調査は、農業分野で活動をおこなう全国の NPO
法人を対象に、質問票調査を実施することにより
おこなった。調査対象とした NPO法人は、 NPO法
人データベースサイト rNPO広場J2)に登録され
ている法人から、団体名に、食、農、地域づくり、
アグリ、村(むら、ムラ)を含む法人をキーワー
ド抽出し、重複を排除した上で、設立目的から農
業、農村と全く関係ないことが明確な法人や、「食」
に関しては食品化学に関するものを排除して抽出
した。その結果、 161の団体が抽出された。郵送
配布・回収の結果、回収数は60団体(回収率37.3%、
但し、 20団体は移転先不明)であった。主な調査
項目は、組織概要、事業内容、規模、事業評価、
法人化の意義、運営体制・収支である。なお、調
査期間は 2004年 9'"'"'10月である。得られた調査結
果に基づき、数量化E類により NI司法人の活動分
野の区分をおこなったのち、類型ごとに、組織や
運営の特性を分析した。
2)分類の方法
NPO法人の区分については、サービス内容、機
(18) 神戸大学農業経済
能、制度、設立経緯、形態(構造)といった組織
のー般的な区分方法に沿ってNPO全般を整理した
出尾 3)の先行研究がある O本研究では、そこから、
本調査対象では大きな違いがなし¥I制度J、質問票
にて把握しがたい「形態」を除き、①サービス内
容、②機能、③設立経緯の 3つの視点からの区分
を試みた。
最も瑚解しやすいと思われる①サービス内容に
関しては、総合研究開発機構が 18領域を示してい
る九その中には「食・農業」が他のものと複合
しながらあることが位置づけられている。本研究
では、その理解のとで、 INPO広場」より抽出した
161のNPO法人のデータベースに記載されている
活動 1=1的から、表 1(こ示すような農業分野特有の
10項目のカテゴリーを作成した。その際、「地域
資源」、「地域食」、「交流・地域生活j の3つの項
目については詳細にみるため小項目も作成した。
また、②機能面では、メンバーが相互に支援し
あう「白助的集同」、必要とする人に必要なサービ
スを提供する「サービ、ス提供集団」、特定の利害に
関与し、その代弁をおこなう「キャンペーン集団J
ら設立した組織」、「親組織のウィングの A部とし
て新しい組織をi設立」、「既存の組織の拡張による
設立」、「パブ、リックセクターによる設立」の 4つ
の区分を参考に、設聞を設けた。
3 活動区分
サービス内容について、当てはまる活動を全て、
そして主要な活動一つを尋ねた結果を整理したも
のが図 lである。当てはまる活動では、地域資源
に関する活動が最も多く、次いで、地域食、環境
保全型(有機)農業、交流・地域生活と続いたo
A方、主要な活動でみると、地域食、有機 ]AS認
証が最も多いものの、ぱらつきがあった。複数回
答の結果との関係から、地域食、環境保全型(有
機)農業、交流・地域生活といった分野が重複実
施されていること、逆に有機 ]AS認証は特化され
た活動であることがうかがえる。
次に、機能面について、「直接的には誰のため、
何のためにおこなっているか」を尋ねた。全体で
とのJ1andy5)による区分を田尾が紹介している団体)
NPOはこの 3つ全てをいくらかは保持していると
されるが、本稿でも同様の区分に従ってカテゴリ
ーを作成して最も中心となっているものを尋ねた。
③設立経緯については、同じく田尾が示す「零か
表1 サービス内容のカテゴリー
l 地域資源
白然・景観
文化財
農地・71'<
農業技術
2地域食
民荒物・加工品販売
食生活・食文化
3交流・地域生活
交流・ツーリズム
新規就農
コミュニティ・福祉
4農的生活， 1]園文化
5食の安全・消費者問題
6研究・提言・教育
7環境保全型(有機)農業
8資源循環・バイオマス
9有1幾]AS認証
10国際開発、国際交流
o 10 20 30 40 50 60 
地域資源
地域食
交流・地域生活
農的生活田園文化ド~ :(5) 
食の安全・消費者問題| 同 : (4)1 
研究・提言・教育| 17 I : (7) 1 
環境保全型(有機)農業 ~14 J31 |(7): 
資源循環・バイオマス 14 
有機JAS認証
国際開発・国際交流
その他l.2:J 1 (0)1 
図1 サービス内容(複数回答・主要活動)
注 1: ( )は主要な活動の回特数
注 2:地域資源は、右から「自然、景観JI文化財j
「農地、 7J<JI農業技術L 地域食は同じく「農産物、
加了Jlh販売JI食生活、食文化J0 交流地域生活は「交
流、ツーリズムjI新規就農Jiコミュニティ、福祉」。
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は、「外部の必要なところ・人のため」の回答が
61. 7%と最も多く、次いで「内部の必要なところ・
人のために」が 26.7%、「特定の利害の代弁、考
表2 数量化E類の結果
第 l軸 第 2南h 第 3軸
1 lJi.J或資源 -0. 0908 O. 2449 0.3188 
2地域食 -0.4884 -1. 1257 0.0151 
3交流・地域生活 -0.9731 O. 1292 O. 5738 
4 J.史的生活・回国文化 0.8601 O. 4495 0.1462 
5食の安全・消費者間忠 O. 7199 -1. 8156 2. 4039 
6研究・政策・教育 0.1934 1. 1600 1. 1275 
7環境保全型(有機)民業 O. 7169 0.1818 -0. 7337 
8資悦循環、バイオマス -0.6745 -0. 6461 1.8895 
9イ1;長]i¥S認証 3. 5348 -0. 0122 O. 9916 
10 [}!際開発・国際交流 O. 1635 2. 7801 0.8970 
[占|有{[I 0.4734 O. 3184 O. 2765 
ブI=l:ll牟 づ 23. 54九 15.83九 13.75出
累積寄勺率 23. 54% 39. 36% 53. 11弘
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えのf詳蒙のためにJ11. 7%となった。
さらに詳しく活動分野と機能の特徴をつかむた
め、数量化E類による分類をおこなった。 10活動
分野項目に対する複数回答をもとに解析した結果
を表 2に示す。これら 3つの軸は次のように解釈
した。第 l軸は、有機 ]AS 認~[E軸、第 2 軸は国際
地域食の軸、第 3軸は食施策一環境実践の軸で
ある O また、カテゴリースコアをプロットすると
ともに、あわせて機能に閲する質問の 3つの属性
のサンプルスコアの平均を算出してプロットした。
図2はその結果である O
以 kから、農業分野の NPOを活動内容によって
区分すると、①「地域資源JI地域食JI交流・地
域生活JI農的生活・回国文化Jといった活動を、
農村地域に密着し、主に自助、互助またはサービ
ス供給をおこなう 「地域活動」ク守ループ、①と近
.5食の安全、
消費者問題
• 
日有機 JAS認証
いところで、②「資源循
環・バイオマスJといっ
た循環型社会にむけた
20000 
.5食の安全、
消賞者問題
-2.0000 
D鴻循環
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③「研究・提言・教育」
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とし 1う活動支援や教育研
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図2 カテゴリースコアのプロット図
表3 各類型の概要
i:J一一-lT 地域 資源 アドボ 食の 有機 合計i舌自l 循環 カシー 安全 2仰5メしJ、~ll:.じ
目|体数 35 4 7 4 10 60 
i舌酎j 地域資源 18 2 5 4 30 
内容 地域食 23 3 3 2 32 
交流・地域住市 21 2 2 O 26 
農的生活・ 11園文化 13 O O 15 
食の安全・消費有問題 4 4 4 14 
研究・提行・教育 6 2 7 O 2 17 
環境保全(有機)農業 16 4 2 O 9 31 
資源循環・バイオマス 10 4 O O O 14 
有機 ]AS認証 O 。 O O 10 10 
国際開発・ [EJ際交流 。 O 3 O 2 10 
その他 2 O 5 
機能 自助的.bJJ)Ji'(J 12 O 3 O 16 
(組織の サービス提供 20 3 4 3 7 37 
4性格) キャンベーン・運動・啓蒙 3 O 2 7 
そして④「食の安全・消
費者問題j、⑤「有機]AS
認証」というそれぞれ特
化した 2つのグループOと、
あわせて 5つの分野グル
ープに分けられた。この
5つの区分にそって、主
要な活動についての回答
結果を基に各団体を分類
し、整理した結果が表 3
である。最も多い「地域
活動」は活動内容が多岐
にわたり、サービス提供
型が多いものの、自助的
な団体も多い。また「ア
ドボカシー・研究」に|天
分される団体であっても
自助的な団体と認識して
(20) 神戸大学農業経済
表4 組織の概要いる団体がおおよそ半分であること、
サービス提供事業をおこなう「有機
]AS認証」であっても自助的と認識
する団体があることなど、改めて多
様さが確認できる O
下「4土 全体 地域活動 資源 アドボ 食の 有機循環 カシー 安全 認証
1970~1979 3 ( 5.5) O O O 2 
1980~1989 o ( 0.0) O O O O O 
三邑iJF又L -L
1990~1999 15 (27.3) 10 O l 3 
2000~2001 16 (29. 1) 8 3 2 O 3 
なお、 5つの分類は、団体数に偏
りがあるが、特性の差異に準じてい
るため尊重し、以後、この 5つの類
型と全体をあわせみながら分析をす
すめていくことにする。
年 2002~2003 19 (34.5) 12 O 3 2 2 
2004~ 2 ( 3.6) O O O 
言十 55 (100.0) 31 4 7 3 10 
1998~1999 1 ( l.7) O O O O 
化法年人
2000~2001 17 (28.3) 8 O 7 
2002~2003 33 (55.0) 21 3 4 2 3 
2004~ 
計
1O~24 
4 運営の特性と評価
1)組織の概要
25~49 
50~74 
数貝JヱKミ
75~99 
表4は、組織の概要を示したもの
である O 設立年をみると、アドボカ
シー・研究や有機 ]AS認証にて、 1970
年代の社会運動からの発展と思われ
るものもあるが、大部分が 1990年代
からの比較的新しいものであり、
年々増加していることが分かる
100~149 
150~199 
200~299 
計
O 
1~24 
休ム数同百員
25~49 
50~74 
75~99 
(2004年途中のデータベースであ
るため、 2004年の登録は少なく参考
値)。また、法人化については、 1998
年 12月 1日の NPO法の施行以降、 1、2年の状況
をみた後の、 2002年、 2003年に多く法人化されて
いる(法人化前の活動の有無については後述の表
5を参照)。
会員数 (NPO法上の社員数)は、全体では 50人
以下で 6割を占めるが、アドボカシー・研究や有
機 ]AS認証では多い傾向があり、 200人を超える
団体もある。特に有機 ]AS認証団体では、認証を
受ける農家や業者の会員登録を要件としている団
体も多く、そのため会員数が多くなっている。な
お、団体会員については、ゼロのところも多く、
多くは 25団体以下となっている O
2)設立経緯と活動範囲
計
表 5は、設立の経費や活動範囲について尋ねた
結果である。全体では「ゼロからの設立」が最も
多い。次いで地域活動や資源循環、有機 ]AS認証
にて多くみられる「既存組織の活動展開のなかで
新たに設立」となる。「親組織から分離により設立」、
「個人活動、既存組織の結合により設立J、「行政
9 (15.0) 5 O 
2 7 
2 O 
4 60 (100.0) 35 4 10 
21 (36.8) 12 2 3 2 2 
14 (24.6) 9 O 2 2 
3 ( 5.3) O O 
2 ( 3.5) 2 O O O O 
4 ( 7.0) 3 O O O 
4 ( 7.0) 3 O l O O 
5 ( 8.8) O O 3 
4 ( 7.7) 2 O O 
57 (100.0) 33 4 7 4 9 
20 (35. 1) 14 。 2 2 2 
31 (54. 4) 17 4 3 2 5 
2 ( 3.5) 2 O O O O 
2 ( 3.5) O O O 
2 ( 3.5) O O O 
57 (100.0) 33 4 7 4 9 
など公的セクターが設立」は地域活動の類型のみ
にてそれぞれ l団体だけである。また NPO法人格
を取得する前の活動の有無では、地域活動で一定
期間の活動を経て法人化の道を選ぶ傾向がうかが
える他、有機 ]AS認証では、設立と法人化を同時
におこなうとしづ認証制度の成立にあわせた動き
がみてとれる。
また、 NPOが現在おこなう事業を、従来どのよ
うな主体がおこなっていたかを複数回答で尋ねた
結果、全体では「誰もしていない・新規」が 61.7% 
と最も多く、既存セクターが担えていない分野を
十旦っている。社会的革新の一主体として期待され
るNPOセクターの特徴を示す結果といえる。その
ほか行政セクターが担っていた活動の外部化とい
えるタイプや、地域活動の類型において農家グル
ープのおこなっていた活動が多いなどの傾向があ
るが、その範囲は多岐にわたり多様である。一方、
現在の主な連携先についでも多様である。全体で
多いのは農家クゃループ、そして行政機関である。
連携なしも比較的多い。空間的な活動範囲をみる
農業分野における¥PO法人の活動区分と運営特性 (21) 
と、地域活動では集落レベル
から国際レベルまで様々なレ
ベルで活動している。なかで
も有機 ]AS認証は都道府県以
上の広域で活動する傾向、ア
ドボカシー・研究や資源循環
では、区市町村レベルもしく
は全国レベノレで、の活動をおこ
なう傾向がみてとれる。
3) スタッフと役員
スタップや役員の属性を尋
ねた結果が次頁の表 6である。
有給・無給、常勤・非常勤に
関わらず運営に主体的に携わ
る者をスタップとして尋ねた
結果、全体では 10人未満が 7
害IJを占めた。またスタップの
勤務体制として当てはまるも
の全てを尋ねた結果、有給常
勤のスタップをもっ1'1:1体は 5
害IJに満たないことが分かつた。
雇用の面では、 →般でいう零
細企業者と同様か、それにも
満たないという NPOの現状が
わかる。また、有給・無給に
関わらず、主に常勤か非常勤
のどちらのスタッフによって
運営されているかについて尋
ねたところ、全体では約半分
が非常勤スタッフに委ねられ
ていることが分かつた。類型
別では、地域活動では非常勤
の割合が高いものの、有機
]AS認証を筆頭にその他の類
型では半数以とが常勤スタッ
フによる運営がされている。
下「11
ゼロから
設立
既存の展開
個人組織結合
の 規組織から
緯経 行政等から
イ積t人実附lーj 
ほとんどない
]-5{i三未満
5年以上
新規
農家グルーフο
NPO・市民団体
従来
士也~0ま団体
区市町村行政
σ〉 都道府県行政
主体
1 :卜国際機関
農協・漁協等
企業
言 財団・社団等
小中高学校
大学・iiJI究機関
その他
計
なし
農家グルーフO
NPO・市民団体
土也市公団体
連携主先な
lま市町村行政
都道府県行政
国・凶際機関
農協・漁協等
言
企業
財団・社団等
小中高学校
大学・研究機関
その他
計
自治会・集落
複数日治会・集落
動範活同なず
|天市町中ナ
懐数区市町村
都道府県
複数都道府県
全国
IA内・海外
さらに、その主たるスタッフが農家(兼業を含む)
か否かを尋ねたところ、半数が非農家であること
が分かつたc 有機 ]AS認証にその傾向が強いが、
農家が多いと思われる地域活動の類型においても
非農家の割合が多く、農業分野の NPOが必ずしも
農家による団体でないことが分かる。なお、農家
と非農家の協働による NPOもいくつか存在するこ
表5 設立経緯と活動範囲
全体
地域 資源 アドボ 食の 有機
活動 循環 カシ} 安全 認証
35 (59.3) 18 O 6 4 7 
19 (32.2) 12 4 O O 3 
3 ( 5.1) 3 O O O O 
1 ( 1.7) O O O O 
1 ( l.7) 
O 4 O 6 
O O 
59 (100.0) 35 4 10 
24 (40.7) 11 O 4 8 
26 (44.1) 19 2 2 2 
9 (15. 3) 5 
4 2 
O 
59 (100.0) 35 6 4 10 
37 (6l. 7) 23 2 2 2 8 
14 (23.3) 11 l O 
6 (10.0) 3 O O 1 2 
2 ( 3.3) 2 O O O O 
12 (20.0) 7 3 2 O O 
5 ( 8.3) 3 O O 
7 (1l. 7) 2 l 2 
2 ( 3.3) 2 O O O O 
1 ( 1.7) l O O O O 
2 ( 3.3) O O O 
3 ( 5.0) O O 
2 ( 3.3) O l O O 
2 ( 3.3) O 。 O 
60 (100.0) 35 4 7 4 10 
14 (24. 1) 7 O 2 4 
18 (31. 0) 11 2 2 2 
12 (20.7) 7 l O 3 
1 ( 6.9) 4 O O O O 
10 (17.2) 6 3 O O 
9 (15. 5) 3 2 2 l 
3 ( 5.2) 2 O O O 
10 (17.2) 7 2 O O 
11 (19.0) 5 2 2 l 
7 (12. 1) 5 O O 
7 (12. 1) 3 2 。
7 (12. 1) 5 O O 
2 ( 3.4) O O O 
58 (JOO.O) 34 4 6 4 10 
3 ( 5.1) 3 O O O O 
2 ( 3.1) 2 O O O O 
11 (18. 6) 6 3 O 
6 (10.2) 4 2 O O O 
11 (18.6) 6 O O 2 3 
6 (10.2) 3 O O O 3 
12 (20.3) 5 2 l 3 
8 (13. 6) 5 O 2 O 
59 (100.0) 34 4 7 4 10 
とも、これまでにない動きとして特筆すべきこと
である O
次に、主たるスタッフの職業(収入源)につい
てみる O 他に就く職業について当てはまるもの全
てを尋ねた結果、 NPOの専従が 42.4%、次いで農
林水産業が多い。その他、地域活動では会社員、
資源循環では自営業、アドボカシー・研究では自
(22) 神戸大学農業経済
表6 スタッフと役員営業や行政や団体職員の参加が他
と比較して多くみられる。 --揺---れ¥〈筑ヨ:オ工1;1] 全体 地域 資源活動 循環
アドボ 食の 有機
カシー 安全 認証
また、役員数については、 10名
前後の理事を置く団体が多い。NPO
法上、役員 4名(理事3、監事1)
が要件であるが、会員要件では 10
名以上となっていることに関係し
ていると考えられる。なお、理事
会の独立性をみるため、理事の
2/3以上がスタップを兼ねていな
い場合を理事会が独立していると
みた結果7)、全体では 56.9%が確
立、 43.1%が非確立となった。同
好会的な NPOが大部分を占めるの
ではなく、ある程度、理事会が確
立され、組織化が進んで、いること
がうかがえる。
4)事業規模
ノゴヘニ 5~9 
ス 1O~19 
タ
ツ 20~29 
フ 30~ 
数 百十
却務体制b 1白給常勤
有給非常勤
無給常勤
( ) 〉=〉
無給非常勤
言十
常勤
非常勤
王な ーハノ ノ 】〆
ス 計
タ iムUミi若仁乃三二三ご
ツ 非農家
フ どちらどもいえない
計
NPOの専従
農林水産業
職業
白営業
会社員
年金生活者
29 (49.2) 
13 (22.0) 
11 (18.6) 
4 ( 6.8) 
2 ( 3.4) 
59 (100.0) 
27 (45.8) 
19 (32.2) 
18 (30.5) 
31 (52.5) 
59 (100.0) 
23 (38. 3) 
32 (53. 3) 
5 ( 8.3) 
60 (100.0) 
19 (32.8) 
30 (51. 7) 
9 (15.5) 
58 (100.0) 
25 (42.4) 
20 (33.9) 
19 (32.2) 
17 (28. 8) 
14 (23.7) 
17 3 2 6 
6 2 3 
7 
2 O O 
2 O 。 O O 
34 4 7 4 10 
16 2 3 O 6 
28 2 2 6 
11 3 2 
234 1 
2 
4 7 
3 
4 4 10 
11 2 4 O 5 
21 2 3 3 
3 O 。
4 3 
2 
35 4 7 10 
12 2 3 O 2 
18 2 3 6 
34  4 4 
2 
6 10 
17 2 O 5 
10 2 3 4 
9 3 4 3 O 
14 2 O O 
11 O 次に、事業の規模を把握するた
め、収入額や収入源、事業数や事
業支出、人件費支出など尋ねた。
その結果をまとめたのが表 7であ
るO
源収入
公務員団体職員 13 (22.0) 7 O 4 O 2 
ノ《ート
家事従事者
言 寺門的職業
学生
その他
計
5~9 
総収入をみると、全体では 100
~500 万円未満がもっとも多く、
次いで 1000万円以上となってい
る。類型別には、地域活動におい
て 10万円にも満たないなど、小規
模な間体がみられるー方、有機
数役員
10~14 
15~19 
20~ 
]AS認証やアドボカシー・研究では、比較的大き
な収入を確保している。その収入源について主と
なるものを尋ねた結果とあわせてみると、事業収
入を得ている|司体がある程度の収入を確保してい
ることがうかがえるの地域活動においては運営を
会費に頼る団体が多いのが特徴である。
また、実施する事業では、年間の事業数をみる
と、全体で 3~5 が最も多く、 10 以下の団体が 8
割弱を占める。 ただし、 20以上の団体も少なから
ずあり、 NPOの規模に比べて多様な活動をおこな
っていることが分かる。さらに、事業支出と人件
費支出をあわせてみると、収入の多くが、事業費
として支出していることがうかがえる。特に地域
活動においては、人件費ゼロが半数弱の 14同体も
計
11 (18.6) 9 O 。 O 2 
9 (]5.3) 5 2 O 
8 (13.6) 6 O O 
7 (11.9) 6 O O O 
2 ( 3.4) 
4 O 
O 
O 4 
59 (100.0) 34 7 10 
11 (18.6) 7 2 O 
19 (32.2) 11 2 2 3 
19 (32.2) 8 2 2 2 5 
6 (10. 2) 4 O O 
4 6.8) 
34  O 4 O 7 O 4 
O 
59 (100.0) 10 
あり、多くが無償にて活動が成り立っている現状
が分かる。なお、標準的な正規雇用を生み出すこ
とが可能と思われる、 500万以上の人件費支出を
しているのは、全体で 10団体のみであり、 1000
万円を超える人件費支出をしているのは有機 ]AS
認証と食の安全の 2団体のみであり、新たな雇用
創出の主体としての役割は低いと言わざるをえな
5)運営の自己評価
最後に、運営に対する自己評価を分析した。ま
ず、 NPO法人化の是非についてみる。まず前提と
して法人格を取得した理由で最も重要なものを一
つ尋ねた。その結果が表 8である。「信頼性・知名
農業分野における NPO法人の活動区分と運営特性
度の向上」が最も多く、全体で
34.5%をr1jめる O また有機]AS認
証では、事業をおこなう要件が法
人格を取得となるため、その割合
が高い。その他、地域活動の類型
を中心にー組織づくり・会員獲得」
を目的とする凶体が多く、組織の
範囲や 1=的が明確でない地域活動
団体が、法人化を手段的にとられ
えているー面がうかがえる。
また、 NPO法人格を取得したこ
とへの評価として、「非常に良かっ
たJ5から「全く良くなしリ lまで
5段階で尋ねた結果では、「非常に
良かった」、「どちらかと言えば良
かった」で全体の 75.8%を占め、
概ね法人化白体には満足している
ことが分かった。サンフ。ノレ数が少
ないが、参考までに、点数化して
類型毎に平均を出したところ、全
体平均で 4.09、地域活動 3.91、資
源循環 4.50、アドボカシー・研究
4. 33、食の安全 4.75、有機 ]AS認
証 4.10となった。地域活動での点
数が少し低く、 -部、法人化のデ
メリットを感じている同体も存在
する。
L子」土
10万円未満
10"'50万未満
入総収
50'" 10万未満
100"'500万未i両
500'" 1000万未満
1000万以上
計
会費
l源主な人H 
脊付金・補助金
事業
}二記が均等
計。"'2
3rv5 
事数業
6rv 10 
1 rv20 
21 '" 
言十
10万円未満
10rv50万未満
主
50rv 10万未満
10rv50万未満
500rv 1000万未満
1000、3000万未満
計。
10万円未満
人件費支出
10rv50万未満
50'" 10万未満
100"'500万未満
50rv 1000万未満
1000、3000万未満
表7 事業規模
全体
地域 資源
i舌~J 循環
5 ( 8.3) 4 
7 (11. 7) 5 
5 ( 8.3) 3 
20 (33. 3) 11 
5 ( 8.3) 2 
18 (30.0) 10 
60 (100.0) 35 
16 (27.1) 12 
12 (20. 3) 8 
25 (42.4) 11 
6 (10.2) 3 
59 (100.0) 34 
11 (25.9) 6 
17 (31. 5) 12 
10 (18.5) 8 
5 ( 9.3) 2 
8 (14.8) 3 
51 (100.0) 31 
7 (11. 9) 5 
8 (13.6) 7 
5 ( 8.5) l 
16 (27.1) 8 
7 (11.9) 4 
16 (27.1) 9 
59 (100. 0) 31 
21 (35.0) 14 
3 ( 5.0) 2 
7 (11. 7) 5 
5 ( 8.3) 3 
14 (23.3) 6 
8 (13. 3) 5 
2 ( 3.3) O 
60 (100. 0) 35 
アドボ
カシー
O 。
O O 
2 2 
O 3 
4 7 
。 2 
3 3 
O 
4 7 
2 
l 2 
O 。
4 6 
O 。 O 
O 2 
2 2 
O 2 
4 7 
2 
O 
O 
O 
2 2 
O 
O 4 
O 
7 
同様に、運営全般の総合的な評
価についても「非常にと手くいっ
ているJ5から「全く上手くいっ
ていないJ1まで5段階で、司ねたO
表8 NPO法人格取得の理由
結果、全体では「非常に上手く
し、っているJ7.0%、「どちらかと
いえば上手くいっているJ45.6%、
「どちらでもないJ28. 1 %、「どち
らかといえば上手くいっていな
¥二」1
信頼性知名度の向と
公話J'f'営利アピール
資金獲得
特定事業実施上の条H:
組織づくり・会員獲得
不重1Jr主登記・日座開設
その他
計
全体
20 (34. 5) 
9 (15. 5) 
3 ( 5.2) 
11 (19.0) 
10 (17.2) 
1 ( 1.7) 
548(lo6o.9-0) ) 
地域 資源 アドホ
活動 循環 カシー
15 1 
5 l 
O 
3 
7 O 。 O 
3 
34 4 
(23) 
食の 有機
安全 認証
O O 
O 
2 O 
O 5 
O O 
5 
4 10 
7 
4 10 
2 3 
O 2 
O 
2 
4 9 
O 
1 O 
2 O 
O 4 
O 
4 
4 10 
3 
O O 。
O 
O 4 
O 2 
4 10 
食の 有機
安全 認証
2 
O 
O 6 
O 2 
O O 
O O O 
6 4 10 
し¥J 12.3%、「全くと手くていっていなし¥J7.0% 
となり、約半数の団体が上手くいっていると白己
評価している。
さらに詳しくみるため、 H木財団の非営利事業
の事業評価指標日)を反則して、 10項目の評価指標
を作成し、それぞれ「非常に山来ているJ5から
全ーく出来てし 1なしリ 1まで 5段階で、尋ねた。図 3
はその結果を示したものである。全体では、設立
目的に沿った企画を自主的に実施しているという
NPOの根幹をなす点については、かなり達成され
ている。反対に、連携による人材充足、事業資金
の安定供給、広報活動、自己評価の実施について
は、十分に達成できていないとし、そのことが総
合評価の値に繋がっていると考えられる。類型別
には、サンフ。ノレ数が 35の地域活動と 10の有機]AS
認証のみを図中に示した。有機 JAS認証団体の白
(24) 神戸大学農業経済
設立目的と事業企画の整合
自主的、主体的な事業実施
会員との事業情報の共有
連携による人材充足
事業資金の安定充足
成果の設立目的への貢献
受益者、関与者満足の獲得
問題解決、革新への貢献
事業の広報活動
事業自己評価の実施
総合評価
2 3 4 
[三十…+ー十有機認証|
図3 自己評価
5 
己評価が、人材充足、情報共有など多くの項目に
おいて平均を上回り高い。地域活動団体では、広
報活動は高く、活動実施に地域理解が必要である
ことからの結果と思われる。
5 まとめ
以仁木稿で、は農業分野における NPO法人の活
動領域と運営の実態を把握することをは的した。
結果、次のようなことが明らかになった。まず、
活動領域については、その特性から「地域活動」、
「資源循環J、「アドボカシー・研究」、「食の安全・
消費者問題J、「有機 ]AS認証」の大きく 5つに区
分されること、中でも多様な「地域活動」が最も
多く、次いで「有機 ]AS認証Jとなることが明ら
かになった。
また、全体的には、 2000年以降の比較的新しい
団体が多く、既存にはない新しい事業活動をおこ
なっていること、運営特性に関しては、 50人以下
の会員にて、非常勤、無給のスタッフに頼りなが
ら、小規模で多様な活動をおこなっていることが
明らかになった。その中で有機 ]AS認証の間体、
そしてアドボカシー・研究の団体については、比
較的広域にかっ安定的に事業をおこなっているこ
とが明らかになった。さらに、運営に関する自己
評価では、[可PO法人化に関しては多くが良かった
と評価していること、また、運営において NPOと
しての独自性を確保しているが、資金や人材につ
いて苦心している実情が明らかになった。
このように、農業分野の NPO法人は、有機 ]AS
認証団体をはじめ、 A部の優良団体において経営
体として雇用や新たなサービスの提供し機能して
いるものの、多くの団体は脆弱である O こうした
NPO法人は、現状では、その存在自体の“運動体"
としての意義が強い。今後、本研究で明らかにし
た現状と特性を踏まえ、農業分野においても様々
な形態の NPO法人が経営体として発展することを
期待するともに、産官民学の連携による支援の社
会的な支援の充実が望まれる O
また、 NPO法が定める現在の 17分野に、新たに
農業に関する分野を追加することが、農業分野に
おける NPO活動を推進することにも繋がると考え
られる。今後の農政サイドからの働きかけにも強
く期待したい。
【注】
I例えば、(財)都市農山漁村交流活性化機構「むらづくり
I¥ipO法人の活動と課題J2004年など。
2 rNPO広場」は NPO法人日本即Oセンター が運営する。
http://wv仰 .npo-hiroba.or.jpを参照。
3山尾雅夫『ボランタリ一五回哉の経営管理』有斐閣、 1999
年、 pp.8-17を参照。
4 子ども、障害者、高齢者、女性、在日外国人、医療・保険、
福祉、教育・学習、人権・平和、市民事業・居、食・農業、
ミニコミ・出版、地域・まちづくり、文化、エコロジー・
環境、国際協力、助成、そして、これの複合という 18の
活動領域を示している。総合研究開発機構「市民公益活動
基盤整備に関する調査研究J1994年、 p.53を参照コ
5 Handy， C. 白7d.θ'rstandi刀'gVoluntary Oranizations， Pengu 
in.1998. 
6 advocacyとは、本来「擁護Jや「支持Jr唱道Jなどの意
味を持つ言葉。我が国では近年「政策提言」や「権利擁護J
の意味で用いられる。「社会問題に対処するために正朗守や
白治体及び、それに準ずる機関に影響をもたらし、公共政策
の形成及び変容を促すことを目的とした活動である」とも
定義される。
7理事会の確立、機能の状態化は、少数の起業家の窓意によ
る集団(集合)から主[脱哉への発展と考えられる。本来、質
的に検百寸ずべきであるが、ここでは便宜的に構成比率から
その確立を評価した。
8自己評価指標については、太田黒夏生・中田和明『非営利
札織の事業評価:日本財団の実践事例から』日本評論社、
2003年等を参照し作成した。
